交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　選挙管理委員会事務局　
	処分の概要
	住民投票実施請求代表者証明書の交付

	法令名
根拠条項
	市町村の合併の特例に関する法律施行令　第13条第2項

	法令番号
	平成17年政令第55号

	【基準】
　市町村の合併の特例に関する法律施行令第13条の規定による。

　　交野市と他市町村との合併に関する合併協議会設置協議について、選挙人の投票に付するよう請求しようとする代表者(以下「住民投票実施請求代表者」という。)より交野市選挙管理委員会に対し、住民投票実施請求代表者証明書の交付申請があったときは、以下の基準に従って審査を行う。また、住民投票実施請求代表者証明書を交付したときは、その旨を告示する。

1　別紙1に準じた様式の申請書により申請がなされていること。［a］
2　1の申請書に市町村の合併の特例に関する法律第4条第11項に基づく住民投票実施請求書が添付されていること。また、当該請求書が市町村の合併の特例に関する法律施行規則第2条第1項に定める様式により作成されていること。[b]
3　市町村の合併の特例に関する法律第4条第9項に規定する基準日から20日以内の請求であること。[c]
4　請求代表者及び請求の要旨が現在進行中の請求と同一でないこと。
5　請求代表者が交野市の選挙人名簿に登録された者であり、次に掲げる者でないこと。[d]
(1)　公職選挙法第27条第1項の規定により、選挙人名簿に選挙権の停止・失権、転出の表示のなされている者
(2)　選挙人名簿の登録が行われた日以後に、公職選挙法第28条の規定により、死亡、国籍喪失などの理由で選挙人名簿から抹消された者
(3)　交野市選挙管理委員会の委員又は職員である者
6　請求代表者となる者が二人以上ある場合においては、そのすべての者について4及び5の資格要件を満たしていること。[e]

　　《参照法令》
　　[a]　 市町村の合併の特例に関する法律施行令第13条第1項
　　[b]　 市町村の合併の特例に関する法律施行規則第2条
　　[c]　 市町村の合併の特例に関する法律施行令第13条第1項
　　[d]　 市町村の合併の特例に関する法律施行令第13条第2項、市町村の合併の特例に関する法律第5条第30項で準用する地方自治法第74条第6項
　　[e]　 市町村の合併の特例に関する法律施行令第13条第3項

	標準処理期間
	7日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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